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2010年7月29日（木）

三菱UFJﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社

公共経営・地域政策部 主任研究員

高崎 正有（takasaki@murc.jp）

【平成22年度政策評価相互研修会】

政権交代後の政策評価制度の国際比較政権交代後の政策評価制度の国際比較

－－ 日米英の事例と日本への示唆日米英の事例と日本への示唆 －－
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00．本日の内容．本日の内容

1．問題意識
a）政府内に数多く存在する「評価・レビュー」

b）新たに導入される「政策達成目標明示制度」

c）政策達成目標明示制度と既存の評価・レビューの関係

2．諸外国での取組事例
a）英国 PSA（Public Service Agreement）

b）米国 HPPGs（High Priority Performance Goals）

3．我が国での取組の方向性
a）政策評価のそもそも論

b）政策評価でやるべきこと・足りないこと・どうするか

c）これからの政策評価 【私案】
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11．．問題意識問題意識



©2010 TAKASAKI, Masamichi 無断転載・引用を禁ず。 3

aa）政府内に数多く存在する「評価・レビュー」）政府内に数多く存在する「評価・レビュー」

□□ 政策評価政策評価 （総務省行政評価局：2001年～）→抜本的機能強化→抜本的機能強化

• 行政機関が行う政策の評価に関する法律。各府省が自らの政策を評価するのが基本。
別途、総務省行政評価局が行う「統一性・総合性確保評価」。

□□ 予算執行調査予算執行調査 （財務省主計局：2002年～）→大幅な充実・強化→大幅な充実・強化
• 財政法第18 条（予算調整権）、会計法第46 条（46 監査）等、財務大臣が有する国

庫大臣としての財政総括権能。予算査定当局（財務省主計局・地方財務局）が査定
の一環で実施

－－－－－－－－－－－－

□□ 経済対策検討チーム経済対策検討チーム （内閣府経済財政担当：20092009年～年～）
• 明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成21年12月8日閣議決定）。各府省に、

21年度第2次補正予算の進捗状況報告を求め、改善措置を講じさせる

□□ 予算監視・効率化チーム予算監視・効率化チーム （国家戦略室：20102010年～年～）
• 予算編成のあり方の改革について（平成21年10月23日閣議決定）。各府省が、予算

執行の効率性等の向上を主体的かつ不断に創意工夫を重ねながら推進。

□□ 行政事業レビュー行政事業レビュー （行政刷新会議：20092009年～年～）

• 上記、各府省の予算監視・効率化チームが、それぞれの府省における予算の執行状
況を、外部の視点を入れて自己点検、または公開の場で検証。いわゆる省内版事業
仕分け。
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約100事業

財務省が選定した事業

144事業
二次補正予算対象事業

予算執行調査予算執行調査 経済対策検討Ｔ経済対策検討Ｔ 予算監視効率化Ｔ予算監視効率化Ｔ

行政事業ﾚﾋﾞｭｰ行政事業ﾚﾋﾞｭｰ

政 策

施 策

事 業

Ａ省Ａ省 Ｂ省Ｂ省

政策評価政策評価

約800施策
予算書の表示科目＜項・事項＞

約5,500事業
平成21年度に実施した全ての事業

事務的経費、人件費等を除く
（各府省がそれぞれ設定）

？？事業
補助金等、庁費・旅費＜目＞
（各府省がそれぞれ選定）

《《政策評価政策評価》》

•• 施策施策（＝予算の「項・事項」）（＝予算の「項・事項」）レベルレベルを単位とする。各府省が取り組む仕事を網羅網羅する形

で自己評価。総務省行政評価局は、各府省の評価結果をメタ評価（客観性担保評価）

《《その他の評価・レビューその他の評価・レビュー》》

• 主に事業レベル事業レベルを単位とする。予算統制・予算カットの性格予算統制・予算カットの性格が強い。

• ①ある一定の考え・基準に基づき対象をピックアップピックアップして取り組むケースと、

②全ての予算事業を対象に網羅網羅する形で取り組むケースがあり。

• 予算執行調査以外は （外部有識者の関与、公開制はあるにしても）各府省の内部統制的な取組内部統制的な取組。
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bb）新たに導入される「政策達成目標明示制度」）新たに導入される「政策達成目標明示制度」

• 複数年度予算の導入、予算編成・執行プロセスの透明化・可視化等を謳っ
た『予算編成等の在り方の改革について 』（平成21年10月23日閣議決定）に基

づき、平成22年度に試行開始、23年度に本格導入される「政府として最

優先すべき政策について、国民に対する成果を目標として定め、達成度を

評価」する、政府レベル・省政府レベル・省庁横断型庁横断型の業績測定型評価（cross-departmental 

performance measurement）を念頭に置いた業績マネジメントの枠組。

【【既存の政策評価の課題既存の政策評価の課題】】

～省庁完結型省庁完結型の業績測定型評価

① 政策目標間での政府部内における

優先順位がはっきりしないこと

② 自己評価が主体であり厳しい評価

になっていないこと

③ 評価書が膨大かつフォーマットが

統一されていないこと

【【政策達成目標明示制度の特徴政策達成目標明示制度の特徴】】

① 政府として最優先の厳選した「政策達成目標」

を定め、国民のために達成する成果＝アウトカ

ムを具体的に明示すること

② 各政策達成目標について、達成度を客観的に検

証可能な「達成指標」と、実現までの道筋を示

した「達成計画」を定め、事後には政策を担当

する省庁の自己評価に加え、外部による検証を

充実させること

③ 政策達成目標、達成指標、達成計画を説明する

文書については、政府統一のフォーマットを定

めること

※予算編成のあり方に関する検討会
（第1～4回）での委員発言
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政 策

施 策

事 業

府省レベル府省レベル

政府レベル政府レベル

政策達成目標Ａ政策達成目標Ａ 政策達成目標Ｂ政策達成目標Ｂ

達成度等の比較可能性達成度等の比較可能性

Ａ省Ａ省 Ｂ省Ｂ省 Ｃ省Ｃ省

《《政策達成目標明示制度政策達成目標明示制度》》

• 政府として定めた優先順位の高い政策達成目標に基づいて、関連する各府省の関連する各府省の

施策・事業に焦点があて施策・事業に焦点があて、それらを束ね・誘導しつつ、達成状況を説明・マネそれらを束ね・誘導しつつ、達成状況を説明・マネ

ジメントジメントしていくイメージ（これだけで政府全体をマネジメントすることは不可能）

• 政策達成目標と、その達成指標・達成計画は、政府統一のフォーマットでまと

められることにより、政策達成目標間での比較可能性政策達成目標間での比較可能性が担保される。
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• なお、政策達成目標明示制度政策達成目標明示制度でございますけれども、これは政府内の他の
部局でも、･･･さまざまな行政内部のＰＤＣＡサイクルの強化に向けた動き
が幾つか出ております。それらと併せて、政府全体で行政やあるいは予算政府全体で行政やあるいは予算
執行のＰＤＣＡサイクルを全体としてやはり整合性のとれたものにすべき執行のＰＤＣＡサイクルを全体としてやはり整合性のとれたものにすべき
ではないかではないかと、あれもこれも似たようなものが重複して、結果的に事務作あれもこれも似たようなものが重複して、結果的に事務作
業だけが増えるようなことになっても良くないのではないか業だけが増えるようなことになっても良くないのではないかというお話も
出まして、少しその辺を全体として整理をする中で政策達成目標明示制度
も位置付けていこうということとなりました。

• それを受けまして、戦略室といたしまして政府全体のＰＤＣＡサイクル、
どういうふうにまとめていってサイクルをつくったらいいかということに
ついての議論を、既に関係部局の実務者に集まってもらって議論を開始し
ております。そういう議論を受けて政府全体としてのＰＤＣＡサイクルを政府全体としてのＰＤＣＡサイクルを
形づくり、そのもとで政策達成目標明示制度についても位置付けていきた形づくり、そのもとで政策達成目標明示制度についても位置付けていきた
いいと思っております。

政府レベル・省庁横断型の政策評価とはどういうものか？政府レベル・省庁横断型の政策評価とはどういうものか？

省庁横断型の評価と、省庁完結型の評価とを、どう整合させうるか？省庁横断型の評価と、省庁完結型の評価とを、どう整合させうるか？

※平成22年4月1日古川副大臣・国家戦略室長

cc）政策達成目標明示制度と既存の評価・レビューの関係）政策達成目標明示制度と既存の評価・レビューの関係
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22．．諸外国での取組事例諸外国での取組事例
a a -- 英国英国PSAPSA（（Public Service AgreementPublic Service Agreement））
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①経緯①経緯

• 1998年に制度の大幅な見直し。 中長期の財政規律を働かせつつ、歳出改

革と業績マネジメント改革とを同時に行うことを目指す。
– 3か年の歳出計画（Three-year spending plans）の導入。3年（実質は2年）毎の歳出見直

し（SR：Spending Review）。

– 公共サービス合意（PSA：Public Service Agreement）の導入。

– 資本予算（Capital Spending）を経常予算から区別。

– 資源会計・予算（RAB：Resource Accounting & Budgeting）の導入。

• 3年毎の歳出見直し歳出見直し【【SRSR】】 ※※キャメロン政権下でも実施（キャメロン政権下でも実施（20102010年秋に公表予定）年秋に公表予定）

– 歳出総額の大枠配分を定める財政ルール

• 省庁別歳出上限（DEL：Departmental Expenditure Limit。3年。裁量的経費）

• 各年次管理歳出（AME：Annually Managed Expenditure。単年。義務的経費）

– 各省庁別に3年間の歳出予算上限を設定

– 歳出見直しは1998、2000、2002、2004、2007年に実施

• 公共サービス合意公共サービス合意【【PSAPSA】】 ※※20102010年年66月、キャメロン政権は廃止を発表月、キャメロン政権は廃止を発表

– 業績マネジメントフレームワーク

– 複数年・アウトカムベースでの各省庁との「契約」

– 歳出見直し作業の一貫で目標を設定



©2010 TAKASAKI, Masamichi 無断転載・引用を禁ず。 10

《《予算制度の全体像予算制度の全体像》》
■各年次管理支出（AME）

• 2,560億ポンド＝総支出の4割

• 変動多・需要に左右される経費（社会
保障経費、EU拠出金、利払い）

• 年次ベースで管理政府重点施策・優先順位

歳出見直し
（SR）

歳出計画

各年次管理支出
（AME）

資本
予算

経常
予算

資本
予算

経常
予算

公共サービス合意
（PSA）

省庁別歳出上限
（DEL）

省庁サービス目標
（Dep’ l Service Objective）

資 源 会 計 ・ 予 算
（RAB）

年次報告書

財政規律

資料）HMT2001、石田（2002）、Hughes（2008）を基に作成。

■省庁別歳出上限（DEL）

• 3,610億ポンド＝総支出の6割

• 3年間の省庁別歳出の上限

• 9割が経常予算、1割が資本予算
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《《歳出見直し歳出見直し（（Spending ReviewSpending Review））》》

• 現計画2年目に次期計画を策定、現計画3年目＝次期計画1年目とす
ることで、2年おきに見直しを行う形。

• 1998年（ブレア政権下で最初）、2007年（ブラウン政権始動）の際には、“包
括的（Comprehensive）”の冠がつくことで《CSR》。

• 現在、キャメロン政権下でSR2010の検討がなされているところ、

秋に公開される予定。緊縮財政色がより強く示される。
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PSA 1/30

Gov’t Vision

National Target 6/ 43

Indicator            6/153

Delivery Agreement

②構造・特徴②構造・特徴

• 省庁が向こう3か年で達成すべ
き以下を明記。全部で30。

– 目的（Aim）

– 目標（Objective）

– 業績目標（Target）

– 指標（Measurement）

– 提供合意（Delivery Agreement）

• 歳出見直し（SR）に併せ、予
算編成権を持つ財務省と各省
庁との間で交わされる、予算
配分に対する成果達成に関す
る「合意・契約」事項。

• 98･2000･02･04･07年のそれ
ぞれにて、PSAの形態は改訂
され、進化してきた

– インプット →アウトカムアウトカム

– 省庁完結 →省庁横断省庁横断

– 多数 →少数少数

PSA
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《《変遷～時系列での比較変遷～時系列での比較》》

600

大幅見直し大幅見直し 大幅見直し大幅見直し

【インプットインプット → アウトカムアウトカム】【】【省省庁完結庁完結 → 省庁横断省庁横断】【】【多数多数 → 少数少数】】

小幅見直し小幅見直し

targetstargets targetstargets targetstargets targetstargets PSAsPSAs
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資料）NAO（2007）

• これまでのPSA（1998～2004）で、以下は達成されていると言われてきた。

－アウトカムに焦点 －目標達成のための計画策定

－目標達成に至るロジックの理解 －省庁間での協力体制構築

－透明性、わかりやすさ

• しかし、実際には以下の課題があった。

－あまりに多く、焦点の合ってない目標 －目標間の優先順位に関する認識の違い

－資源・政策手段とのリンクがない －責任の所在、目標への貢献の不明瞭さ

－業績データの信頼性の軽視

• PSAを省庁単位で作成する方針から、政府全体で作成する方針政府全体で作成する方針に変更。

•• 省庁横断的省庁横断的・高優先順位高優先順位の3030の目標（＝PSA）に収斂。各省庁の日常業務・ミ

クロマネジメントでなく、政府の高優先順位のアウトカムを反映。それぞれ、

– 国民への約束という趣旨での提供合意提供合意（Delivery Agreement）を作成・公表。

– 目標達成の責任を有する主導省庁主導省庁（Lead）と貢献省庁貢献省庁（Contributing）とを明確化。

• 各PSAに設定する指標数指標数はごく少なく少なく（1～8個）、その目標値設定も限定的に。

• 各省庁の日常業績・財務マネジメントのため、省庁戦略目標省庁戦略目標（Departmental Service 

Objective：DSO）を新たに導入。全部で103の目標。

《《PSA2007PSA2007での大幅な見直しでの大幅な見直し》》
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提供合意
2 指標

＜目標値設定は0＞

+ 戦略
------------------

主導：HO
貢献：MoJ

PSA 1
提供合意
6 指標

＜目標値設定は6＞

+ 戦略
------------------

主導：MoJ
貢献：HO

PSA 2
提供合意
5 指標

＜目標値設定は3＞

+ 戦略
------------------

主導：MoJ
貢献：CLG

PSA 3

内務省HO 司法省MoJ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・自治省CLG

主 導 貢 献

• PSA は政府レベルで省庁横断。
DSOは省庁レベルで完結。

• 各々の目的の下で運用されて
いるPSAとDSOとが目標を媒

介として連携している状況。

③目標・指標③目標・指標

省庁完結型の業績測定型評価省庁完結型の業績測定型評価
（網羅性あり）（網羅性あり）

省庁横断型の業績測定型評価省庁横断型の業績測定型評価
（網羅性はない）（網羅性はない）

DSO
1

DSO
1

DSO
2

DSO
3

DSO
2

DSO
3

DSO
4

DSO
1

DSO
2

DSO
3

5 児童・学校及び家庭省 9
4 内務省 9

3 ビジネス・企業・規制改革省 3
2 コミュニティ・地方自治省 13
2 労働年金省 9
2 イノベーション・大学及び職業技能省 7
2 保健省 7

1 運輸省 10
1 環境・食糧・農家省 7
1 エネルギー・気候変動省 5
1 法務省 6
1 財務省 5
1 国際開発省 5
1 内閣府 3
1 文化・メディア・スポーツ省 3
1 外務省 3
1 政府公平局

歳入関税庁 4
検事当局 3
国防省 2

北アイルランド局 1
警備業務監督局 1
刑事司法改革局 1



©2010 TAKASAKI, Masamichi 無断転載・引用を禁ず。 16

財務省財務省が、PSA設定基準（省庁横断／等）に関する省庁向けガイダンス実施

各省庁各省庁が、PSAの案（犯罪等の分野別であって、省庁別ではないもの）を作成

内閣内閣が、各省庁でさらなる検討作業を進めて良い分野について同意

各省庁各省庁が、同意を得た分野の指標を設定すべく、他のサービス提供機関等と協働

最初の指標ドラフト案と提供合意ドラフト案が完成

内閣内閣は、財務省財務省から情報を得つつ、各省庁提案の指標案に同意

提供合意最終案が完成

2007CSRにおいて30の省庁横断的PSAを位置付け

《《目標・指標設定プロセス目標・指標設定プロセス》》
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《《設定されている指標の特徴設定されている指標の特徴》》

• 30のPSAに153の指標。1つのPSAあたり1～8の指標。
– 全体の30%30%は目標値あり目標値あり（到達目標or最低ライン）。残りの70%は

ベースライン値からの改善を意図。

– 全体の74%74%はPSA2007PSA2007で新たに設定された指標で新たに設定された指標。残りの26%
はPSA2004で採用していた指標。

–– ほとんどほとんどの指標がアウトカムアウトカム、ごく少数がアウトプット・プロ
セス。インプットは存在せず。

– 全体の9%9%が国民等の満足度・反応国民等の満足度・反応。そのほとんどがPSA2004
から継続してモニタリング

– それぞれの省庁は「効率化指標効率化指標」（Efficiency Saving Target）を有する。
しかしそれはPSAとは他の制度（Efficiency Review）においてモニタ

リングするしくみ。
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＜各省庁＞

•• 四半期毎四半期毎のモニタリング・報告

– 各省庁（会計・業績担当）は、PSA指標をモニタリング。財務省（spending Team）に
報告

– 財務省（spending Team→General Expenditure Policy Team）は公共サービス・歳出閣僚会議
（Ministerial Committee on Public Service& Public Expenditure：PSX）に報告

•• 半期毎半期毎のモニタリング・報告

– 各省庁は、DSO指標（含PSA指標）をモニタリング。年次報告（春：年次報告
書、秋：業績報告書）として取りまとめ・公表。

• PSAの進捗 ／ DSOの進捗 ／ 過去のPSAの現状

– 指標毎の達成度分析
• 進捗状況、関係機関との役割分担、方針・課題・支援、財務、根拠法・関

連法、ベストプラクティスの活用・共有、データの質

④モニタリング・報告・評価④モニタリング・報告・評価
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■例１■イノベーション･大学･職業技能省の■例１■イノベーション･大学･職業技能省の『『20092009年年次報告書年年次報告書』』（春）（春）

《第２章》省庁戦略目標（省庁戦略目標（DSODSO）） ･･･6つのDSOそれぞれについて

– ①DSOの内容解説

– ②前年に行った取組 ：アウトプット中心だが定量説明

①①

②②
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《第３章》PSAPSA・・DSODSOに関する進捗状況に関する進捗状況

• 主導官庁となっている2つのPSA（PSA2、PSA4）について、それぞれ以

下の構造で説明
– ①PSAの概要

– ②評価結果（財務省が示した標語にて）

– ③評価指標の測定状況の全体概要

– ④各評価指標のデータ状況（各PSA&DSOごと）

• 指標の推移・結果

• データシステムの質

• 貢献官庁
全ての指標のうち50%以上が

実績測定されていない状態。
まだ評価されず
Not yet assessed

改善している指標がない状態進展なし
No progress

全ての指標のうち50%未満が

改善している状態
進展
Some progress

全ての指標のうち50%以上が

改善している状態
かなり進展
Strong progress

定義標語

①①

②②
③③

④④

以下、指標が続く以下、指標が続く
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＜財務省PMDU＞

•• 11か月毎か月毎のモニタリング・報告 ～Prime Minister monthly notesPrime Minister monthly notes
– PSA目標の進捗状況をアップデートし、PMDU長が首相に対して月次ベースで

行うブリーフィング。業務上のニーズに対応する形で作成されるが、PMDU長
によるカバーページは1枚に止める。

•• 四半期毎四半期毎のモニタリング・報告 ～StocktakesStocktakes（棚卸ミーティング）
– 首相 、関係省庁大臣・幹部によって構成される会議。首相に対して、いくつか

のPSAについての進捗状況のアップデート情報を提供。首相は、大臣・省庁に
目標の進捗状況について報告させることが可能。

– 必要とされる主要アクションについての意思決定を行うとともに、合意形成を
行うことが目的。

•• 半期毎半期毎のモニタリング・報告 ～Delivery ReportDelivery Report
– PMDUが、30の全PSA目標について、6か月置きに首相に提出・報告するレポー

ト。過去6か月の進捗状況について簡単なアップデートを行い、省庁のサービス
提供状況について信号機形式でのレーティングを行いつつ、次の6か月で何をな
すべきか、主要アクションを提言。

– レポート作成に際し担当省庁とPMDUによる協議がなされ、誰が・いつまで・
何をなすかについて明示。担当省庁＝PUDU間で合意に至らなかった点も明示。

④モニタリング・報告・評価④モニタリング・報告・評価
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《《Prime MinisterPrime Minister’’s Delivery Units Delivery Unit：：PMDUPMDU》》

• 2001年発足。2008年春から、全30のPSAについてモニタリング・
評価し、その進捗を後押しする役割を担うことに。

• 首相と財務大臣に対して直接報告する立場。財務省に属し、首相官
邸・内閣府・各省庁とも近接関係にある。

• スタッフは40人程度。公務員、コンサルタント、検査・監査・評価
機関等様々なスタッフで構成。

• PSA指標のベースライン設定、
将来予測作業の支援

• サービス提供計画の策定支援

• 提供合意の策定支援

• 首相・財務大臣に対するPSA
進捗状況の報告（四半期）

• 省庁に対するフィードバック

• 内閣委員会に対する進捗報告

• サービス提供上、障害を抱え
ている省庁に対する問題解決
ツールの提供・支援

• 省庁との共同作業を通じた
ツール・テクニックの提供

• 公務員を対象とした研修

• ネットワーク、ベストプラク
ティス

計画・目標設定計画・目標設定 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・評価・報告ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・評価・報告 障害の除去障害の除去

ｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 業績ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ開発業績ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ開発
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《《PMDUPMDUの様々な評価活動の様々な評価活動 ～第三者評価・協働評価～第三者評価・協働評価》》

■PSAのレビュー■
（PSA Review）

• サービス提供の障害を特定
し、政府としての共通した
解決策を模索する、省庁と
の協働作業による報告。

• レポートは原則非公開。

• 今後は以下を目指す。

– リスクベースの考え方に立ち、最も困難な障害に焦点を当てる

– 個々のPSAに適合する形を模索

– 端的・明解であること

– 診断・評価、改善につながる勧告を含むもの
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• 導入された背景（esp. PSA2007）

– 目標・指標の数が膨大になりがちであり、わかりにくくなってしまっている。

– 省内・省庁間での優先順位付けや、省庁横断的な政策課題への対応がしにくい。

– 上記の結果、実際のマネジメントや業績報告に用いられていない。

• 解決できなかった課題（2009.12現地インタビューより）

– 責任の所在が曖昧 → 目標（上位目標・サブ目標）に責任を有する者の明確化

– 予算の連携が希薄 → 目標（上位目標・サブ目標）の達成手段・資源の明確化

– 政策現場との乖離 → 責任者による現場レベルへの指示・マネジメント等

• キャメロン政権下での対応
– PSAは「厳密に目標にこだわる複雑なシステム」で「政治的に決められた目標

でトップダウンの業績管理に依存」していたと批判。

– 今後は、PSAに変わる取組として、

①『省庁完結型省庁完結型』の目標は、各府省に対して「business plan」（複数年計画）を提出さ
せ、向こう何年かの資源配分の方向性について説明させる。

②『省庁横断型省庁横断型』の目標は、公共支出閣僚委員会（PEX）が政府・内閣の戦略的目
標、分野横断的な問題への対応、各省庁の主要政策目標について意見表明。

⑤⑤PSAPSAの後にの後に
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22．．諸外国での取組事例諸外国での取組事例
b b -- 米国米国HPPGsHPPGs（（HighHigh--Priority Performance GoalsPriority Performance Goals））
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• クリントン政権下のGPRA、ブッシュ政権下のPARTの取組の結果、政府全政府全

体で数千もの指標体で数千もの指標と、オーバーラップする複数の業績マネジメントシステ
ムができたが、その結果、議会も、省庁も、国民も、誰もその結果を使っその結果を使っ
ていない状況ていない状況に陥っている。

• 指標のほとんどは、プロセス重視でアウトカムベースではないプロセス重視でアウトカムベースではない、省庁横断省庁横断
的目標を的目標を誰誰も見ていないも見ていない、業績情報は他からの要請・要求事項を満たすた
めだけに作り出され、自らの変革・改善をもたらすために使われていない自らの変革・改善をもたらすために使われていない。

• これらの状況を改め、マネージャーからスタッフに至るあらゆる層あらゆる層で、優優
先順位をセット先順位をセットし、進捗をモニター進捗をモニターし、問題を診断問題を診断するために、業績情
報・指標を使うべき。上記を達成すべく、今後、5つの主要原則に取り組む
ことをOMBとして考えている。

1）業績マネジメントプロセスについて上級職＜長官・副長官＞が責任を持つようにする

2）目標・指標の階層化（cascading）
3）アウトカム重視、省庁横断の目標・指標

4）厳格なレビューとアカウンタビリティ

5）プロセスの透明化

Jeffrey D. Zients 行政管理予算庁（OMB）副長官 兼 政府CPO（Chief Performance Officer）
上院予算委員会での証言（2009年10月29日）

①経緯①経緯
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■■20092009年年66月月 2011年度大統領予算・業績計画策定に関するメモランダム
• 政府として優先順位の高い政策目標（HPPGs）を検討・設定するよう、各府省に要請

• 行政管理予算庁（OMB）は、各省庁に対し“野心的・現実的で、18～24か月以内に達成可能で、

追加的な予算・立法を必要としない、洗練されたアウトカム目標”を11省庁あたり省庁あたり33～～88つつ特定・

公約せよと指示。長官・副長官の関与も要請。

■■20102010年年22月月 2011年度大統領予算教書公表

• 各府省のHPPGsを公表（2424機関機関128128ののHHPGsHHPGs）。以下の省庁横断的目標省庁横断的目標も意図的に組み込み

－ 住宅ローンの破綻等で持ち家を失う危機にある300万人に対する支援（HUD＋Treasury）
－ 2012年までにホームレス退役軍人を59,000人にまで減らす （HUD＋VA）

• HPPGsは、GPRA下での目標設定・業績測定の取組と明確に区別されるものではないと説明。

■今後■今後
• 各省庁幹部に対し、HHPGsと同様の形で、局レベルで優先順位の高い政策目標局レベルで優先順位の高い政策目標を局幹部との協

議の下で設定し、可能な限りHHPGsとの関係を整理すること

• 各省庁幹部に対し、これらの目標を達成するべく、厳格かつ建設的なフィードバック・レビューフィードバック・レビュー

会合を四半期ごとに開催会合を四半期ごとに開催すること

• OMBは、これらの目標の進捗状況を四半期ごとに更新進捗状況を四半期ごとに更新して、政権幹部に対して報告政権幹部に対して報告すること

②構造・特徴②構造・特徴
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③目標・指標③目標・指標

《《教育省教育省EDEDの例の例》》cf. 2009年年次報告では、Goals=3Goals=3、、Objectives=16Objectives=16、、Measures=Measures=8181

■教育関連アウトカム

–– 早期教育早期教育（Early Learning） ：全州において、学校教育前の準備状況データを収集、向上させる

–– 小中高校小中高校（K–12） ：全州において、アウトカム＝高等学校卒業率を向上させる

–– 大学等大学等 （College） ：国において、アウトカム＝大学卒業・満了率を向上させる

■主要な取組

–– 証拠に基づく政策証拠に基づく政策（Evidence Based Policy）：省の政策・主要イニシアチブにおいてエビデンスを
用いる包括的アプローチを導入する。例えば･･･＜略＞

–– 学校改善への対応学校改善への対応（Struggling Schools Reform）：質の高い教育の実現を目的とした改善プログラム
において、目標達成が芳しくない学校500校を特定してモデル事業を展開する

–– 効果的な教育法効果的な教育法（Effective Teaching:）：教育・学習の質を改善する。例えば･･･＜略＞

–– データに基づく意思決定データに基づく意思決定（Data Driven Decisions）：全州において包括的時系列データ収集システ
ムを導入し、生徒学力＋教師能力データのリンク、小中高校＋高等教育データのリンク、さ
らに可能であれば、早期教育＋雇用労働データのリンクを可能とする。

–– 大学・職業訓練基準大学・職業訓練基準（College and Career Ready Standards）：全州において国際的ベンチマークが可
能となるような大学基準・職業訓練基準を共同開発・導入する

–– 教育支援の簡素化教育支援の簡素化（Simplified Student Aid）：学生向け直接ローンを提供する全ての高等教育機
関・学生ローン提供機関において、申請手続の簡素化・学生側の負担軽減を可能とする効率
的・効果的な学生支援プログラムを創設・開始する
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《《国立科学財団国立科学財団NSFNSFの例の例》》

■HPPG
– STEM（science, technology, engineering and mathematics）雇用開発プログラムに、エ

ビデンス･ベース･アプローチを導入することに焦点

– 具体的には、2011年末までに、少なくとも6つの主要なSTEM雇用開発プログラム（学卒・

ポスドク）の評価システムを構築、プログラムの再構築・戦略的インパクトをもたらす

■戦略計画・年次計画上での目標（Strategic Outcome Goals）
–– 発発 見見（Discovery） ：知識のフロンティアを進め、最大の機会と潜在的便益をもたらす分野に

焦点を当て、科学技術の基礎・応用分野で国家を世界的リーダーへと押し上げるような研究
を促進する

–– 学学 習習（Learning） ：世界クラスの、包括的な科学技術に関連する雇用を開発科学技術に関連する雇用を開発し、かつ、全て
の市民の科学リテラシーを高める

–– 研究インフラ研究インフラ（Research Infrastructure） ：先端機器・設備、サーバーインフラ、実験ツール等へ
の重要な投資を行うことにより、国家の研究能力を高める

※上記３目標については、①アドバイザリーコミッティによるレビュー、②研究開発評

価、③NSF外部評価委員会による評価等を通じて評価。

–– スチュワードシップスチュワードシップ（Stewardship） ：組織内能力を高めることにより、科学技術研究・教育
の質を高める
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